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要 約 
本系群の漁獲量の指標値は、1994年から急激に減少し、1997年以降、1990年以前の約

10 %で推移している（長期の漁獲量データは存在しない）。資源量は 2002年の 1,209トン

から変動しながら減少傾向で 2008 年は 840 トン、2009 年は 911 トンと推定された。人

工種苗の添加効率は平均 0.09（0.01~0.15）と推定され、Fおよび放流尾数を変化させた

将来予測から資源量を下支えしていると考えられた。資源水準は極めて低位で動向は減少

であり、2015年に 2002年以降、RPSが高かった 2005年の SSB401トンへ回復させるこ

とを当面の目標として、ABC算定のための基本規則 1-3)-(3)を適用し、ABCを算定した。 

 

 
 
水準：低位 動向：減少 
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本件資源評価に使用したデータセットは以下のとおり 

データセット 基礎情報、関係調査等 

年齢別・年別漁獲尾数 府県別漁獲量（石川~和歌山（20）府県、新たな農林水産政策を

推進する実用技術開発事業、栽培漁業資源回復等対策事業） 
全長組成調査（水研セ、兵庫~香川（9）県、新たな農林水産政

策を推進する実用技術開発事業、栽培漁業資源回復等対策事業） 
体重組成調査（宮崎県、徳島県） 
全長—体重調査（水研セ） 

資源量指標 漁獲成績報告書（九州漁業調整事務所） 
取扱量（下関唐戸魚市場（株）） 

自然死亡係数（M） 年当たりM = 0.25を仮定 

漁獲努力量指標 漁獲成績報告書（九州漁業調整事務所） 
混入率 人工種苗放流尾数（栽培漁業種苗生産、入手・放流実績（全国）） 

有明海での 0歳魚の放流効果調査（長崎県、新たな農林水産政策
を推進する実用技術開発事業） 
瀬戸内海西部での 0歳魚放流効果調査（栽培漁業資源回復等対策
事業） 

 
1. まえがき

トラフグは、魚価が高く、重要な漁業対象種である。主な漁場である日本海、東シナ海、

瀬戸内海では、漁獲量が激減しており、資源管理型漁業および栽培漁業の対象魚種として

重要視されている。2005年より本系群を対象とした九州・山口北西海域トラフグ資源回復

計画が実施されている。天然魚や人工種苗を用いた標識再捕調査から、日本海、東シナ海、

黄海の成魚が九州北西岸、若狭湾、瀬戸内海へ産卵来遊することや瀬戸内海で発生した 0

歳が豊後水道、紀伊水道だけでなく、九州北西岸へ移動することが明らかになっていたこ

とから（田川・伊藤 1996、伊藤ら 1998、佐藤ら 1996）、トラフグが日本海、東シナ海、

瀬戸内海の間を交流し、資源として一系群であると判断されている。 

 
2. 生態

（1）分布・回遊 

本系群は日本海、東シナ海、黄海、瀬戸内海に分布する（図 1）。春に発生した仔稚魚は

産卵場周辺を成育場とし、成長に伴って広域に移動する（伊藤 1997）。日本海沿岸や九州

北西岸で発生したトラフグは、日本海、東シナ海、黄海へ移動する。瀬戸内海沿岸で発生

したトラフグは、豊後水道以南、紀伊水道以南、日本海、東シナ海、黄海へ移動する（伊

藤 1997）。また、天然魚や人工種苗を用いた標識再捕調査から、トラフグが産卵回帰して

いる可能性があると報告されている（佐藤ら 1999、松村 2006）。 

 

（2）年齢・成長 

東シナ海、黄海と瀬戸内海のトラフグは同様な成長を示す（図 2、尾串 1987、中村 2007）。

2007年に行った精密測定から全長（

 

L : mm）－体重（

 

W : g）関係式を推定した。 
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W =1.206 "10#6L3 105 （全長-体重関係式） 
 
（3）成熟・産卵 

雄は 2 歳、雌は 3 歳で成熟する（図 3、藤田 1988、中村 2007）。本系群の主な産卵場

は、能登島、若狭湾、福岡湾、有明海、八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸、備讃瀬戸とさ

れる（図 1、藤田 1996）。産卵期は 3月下旬に九州南部から始まり、水温の上昇とともに

北上し、瀬戸内海での産卵期は 4~5月とされ、若狭湾、能登島では 4~6月とされる（藤

田 1996、伊藤 1998）。 

 

（4）被補食関係 

仔魚後期までは動物性プランクトン、稚魚は底生性の小型甲殻類、未成魚はイワシ類や

その他の幼魚、エビ・カニ類、成魚は魚類、エビ・カニ類を捕食する（松浦 1997）。 
 
3. 漁業の状況

（1）漁業の概要 

産卵場周辺では、3~6月に2歳以上が定置網、釣り、敷網によって漁獲される。成育場

周辺では、7~1月に0歳が定置網、小型底曳網、釣り、延縄によって漁獲される。沖合や

水道域では、12~3月に0歳以上が延縄によって漁獲される（天野・檜山 1997、伊藤・多

部田 2000、柴田ら 1997）。 
 
（2）漁獲量の推移 

本系群の長期の漁獲量データは存在しない。長期的な漁獲量の指標として、暦年でまと

められた下関唐戸魚市場（株）における取扱量を用いた（下関唐戸魚市場（株）では1970

年から日本海、東シナ海産を外海産、瀬戸内海、三重県、愛知県、静岡県産を内海産とし

て区別して取扱い、統計を整備している）。取扱量は1971~1993年に610~1,727トンで

推移したが、1994年から急激に減少し、1997年以降106~313トンで推移しており、2009

年は138トンだった（図4）。三重~静岡県（伊勢・三河湾系群）の漁獲量の推移を考慮し

て外海産および瀬戸内海（本系群）の漁獲量の推移を推定すると、1997年以降極めて低水

準にある。資源量推定では本系群範囲の各府県が把握した2002年以降の漁獲量を府県別漁

獲量（漁期年：4~3月）とした。漁獲量は2002~2004年に373~263トンに減少後、2006

年の316トンまで増加し、2008年の210トンまで減少したが、2009年は251トンだった（表

1、図5、2008年の漁獲量は確定値に更新した）。また、我が国の200海里内での韓国漁船

によるトラフグの漁獲量は2005年より把握されており、2005年は0.3トン、2006年は41ト

ン、2007年は0トン、2008年は0.4トン、2009年は0トンだった。 
 
（3）漁獲努力量 

九州北西岸~日本海西部では、9~3月に延縄により0歳後半以上が漁獲される。漁獲努

力量として、九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画で得られた2005~2008年漁期の総

針数を代表させた。総針数は、2005~2006年は18百万針で推移し、2007年以降は減少傾

向で、2008年は14百万針だった（表2、図6）。 
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4. 資源の状態

（1）資源評価の方法 

2002~2009 年の資源量は、日本海、東シナ海、瀬戸内海（太平洋南を含む）における

年齢別漁獲尾数を算出し（表 3~5）、コホート解析（Popeの近似式）により推定した（平

松 2001）。M は最高年齢を 10 歳として（中村 2007）、田内・田中の方法により求めた

0.25を用いた（田中 1960）。昨年度の資源評価では、最近年の 0~3歳の各年齢の Fを過

去 3年の平均に等しいと仮定したが、レトロスペクティブ解析で資源量推定値の変化の度

合いを検討した結果、最近年の 0~3 歳の各年齢の F は過去 5 年の平均に等しいと仮定し

た（付図 1）。資源量推定の詳細は補足資料 2に示す。 
 
（2）資源量指標値の推移 

資源量指標値として、九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画で得られた 2005~2008

年漁期の CPUE（kg / 千針）を代表させた。CPUEは 2005~2006年に 4.9~5.0 kg / 千

針で推移し、2007年に 6.3 kg / 千針に増加し、2008年は 3.7 kg / 千針に大きく減少した

（表 2、図 6）。資源量と CPUEには相関関係は認められず（r = 0.22, p = 0.79）、一部の

海域の CPUEで系群全体を評価することは難しいことを示している。 

 
（3）漁獲物の年齢組成 

2002~2009年の漁獲物の大部分は 0歳（36~69 %）と 1歳（9~37 %）で占められて
いた（表 3、図 7）。 
 
（4）資源量と漁獲割合の推移 
資源量は 2002 年の 1,209 トンから変動しながら減少傾向で 2008 年は 840 トン、2009

年は 911トンと推定された（表 5、図 8）。漁獲割合は 25~31 ％（平均 28 ％）で推移し

た（図 8）。 
 
（5）再生産関係 
下記の（8）に示す添加効率と有効放流尾数に基づいて、0歳の天然魚と人工種苗を分離

し、再生産関係を検討したところ、明瞭な関係は認められなかった（図 9）。2002年以降、

SSBおよび RPS（尾 / kg）は大きく変動を繰り返しつつも減少傾向にある（表 8、図 10）。

感度分析としてMを±0.1変化させた場合、資源量の推移は大きく変化した（図 11）。 
 
（6）資源の水準・動向 
長期の漁獲量の指標の推移から資源水準は極めて低位であり（図 4）、資源量の推移から

資源動向は減少であると考えられる（図 8）。 
 
（7）資源と漁獲の関係 
全年齢の F の平均値は、2002~2009 年は 0.38~0.49 で変動しながら横ばいで推移し、

特に 1 歳の F は大きく変動した（表 6、図 12）。また、1 歳の F と 1 歳の資源量には有意
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ではないものの中程度の正の相関があり（r = 0.55, p = 0.16）、1歳の資源量が多ければ F

が高くなる傾向がある可能性が考えられた。つまり、今後の資源量回復の可能性を 1歳の

高い Fが押さえ込んでいる可能性が考えられるため、1歳の Fの削減は他の年齢以上に重

要であると考えられる。資源量と全年齢の Fの平均値の推移を図 13に示す。Fcurrentは

Fmax をやや下回り、F30%SPR を上回っていた（図 14）。漁獲開始年齢と漁獲開始年齢

以上の F平均値を変化させた場合の YPRを検討した結果、0歳から漁獲する現状の漁獲か

らは十分な YPRは得られておらず、成長乱獲であることが示唆された（図 15）。 

 
（8）種苗放流効果 

本系群の対象海域では、1993年以降、128~223万尾（平均 165万尾）の人工種苗が毎

年放流されている（栽培漁業種苗生産、入手・放流実績（全国）1995~2010、表 8）。ト

ラフグは成育場へ放流するとその後の回収率が高いことが報告されているため（阿知波 

2004、松村 2005、松村 2007）、成育場（有明海、八代海、福岡湾、瀬戸内海関門海峡周

辺、瀬戸内海中央部）や大きく拡散する前の 0歳の漁獲実態がある海域（七尾湾、瀬戸内

海（豊後水道、紀伊水道、太平洋南を除く））での放流尾数を有効放流尾数とし（栽培漁業

種苗生産、入手・放流実績（全国）1995~2010、表 8）、その他の人工種苗は資源に添加

しないと仮定した。標識再捕調査が充実している有明海と瀬戸内海西部を対象に、0 歳の

漁獲尾数と標識再捕調査から推定された標識の施された人工種苗（有明海は胸鰭カットと

ALC、瀬戸内海西部は焼印）の総再捕尾数を用いて、2002~2009 年の 0 歳時での混入率

を算出した結果（長崎県 2004~2009、松村 2005、新たな農林水産政策を推進する実用

技術開発事業、栽培漁業資源回復等対策事業報告書 2009~2010）、0.09~0.34（平均 0.20）

だった（表 7）。9月を加入月とし、上記の海域における 0歳の資源尾数（系群全体の 0歳

漁獲尾数に占める上記海域の混入率調査期間の 0歳漁獲尾数の割合を系群全体の 0歳資源

尾数に乗じて推定）、標識の施された人工種苗の混入率および放流尾数から添加効率を算出

した結果、0.01~0.15（平均 0.09）だった（表 8）。上記の海域以外の放流適地に放流され

た他の標識が施された人工種苗および無標識の人工種苗も上記と同様な添加効率であると

仮定した。2011 年から全年齢の F の平均値と有効放流尾数をそれぞれ変化させた場合に

期待される2015年の資源量を推定した。天然0歳資源尾数は産卵親魚量と近年の低いRPS

を考慮した 2006~2009年の RPSの平均値を用いて推定し、添加効率は 2002~2009年の

平均値 0.09 を用いた。その結果、現状の F を維持したまま放流尾数を減少させると将来

の資源量は減少すると予測された（図 15）。このことから、人工種苗は資源を下支えして

いると考えられる。 

5. 2011 年 ABC の算定

（1）資源評価のまとめ 
本系群の資源水準は低位、資源動向は減少と考えられる。2006年以降 RPSが減少傾向

であることから今後、親魚量が減少し、資源回復が困難な悪循環に陥ることも懸念される。

これらのことから、漁獲量を緊急に削減し、資源の維持に努める必要がある。 
 
（2）ABC並びに推定漁獲量の算定 
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本系群の資源水準は低位であり、高水準期での再生産関係が把握できなかったため、

Blimitは推定できなかった。2011年以降の将来予測は、現状の F、1993~2008年の平均

有効放流尾数、2002~2009 年の添加効率の平均値、近年の低い RPS の推移を考慮して、

2006~2009年の RPSの平均値が継続すると仮定し、2015年まで予測した（補足資料 2）。

ABC算定のための基本規則の 1-3)-(3)を適用し、2011年以降の資源管理基準は、Fcurrent

とした。!2 は 2015 年の SSB が 2002 年以降、高い RPSであった 2005 年の SSB401 ト

ンに回復する値である 0.70とし、"は標準値 0.8とした。 
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（3）ABCの再評価 

昨年度評価以降追加 
されたデータセット 

修正・更新された数値 

2008年漁獲量確定値 2008年漁獲量の確定、2008年資源量 
2009年年齢別漁獲尾数 2009年資源量 

 

6. ABC 以外の管理方策の提言 
近年、RPSが低い水準で推移し、人工種苗によって資源が下支えされていることを考慮

すると、資源回復には放流場所を成育場へ転換することが重要と考えられる。放流場所の

天然稚魚の成育場への転換や 0歳の保護により、添加効率が向上をはかる必要がある。現

状の放流場所を全て成育場に転換すると資源の底上げが期待されるが、全ての年齢で Fを
削減しなければ資源の回復は期待できない（図 17）。また、人工種苗の放流が天然集団に

与える遺伝的な影響などに関する基礎的な知見の収集に努め、遺伝的集団構造、遺伝的多

様性に配慮した種苗放流を行うことも重要である。 
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補足資料 1 データと資源評価の関係を示すフロー

補足資料 2 資源計算方法 
【資源量推定】  
（1）年齢別漁獲尾数の算出 

年齢別漁獲尾数は漁期年（4~3月）で算出した。日本海、東シナ海は山口県、福岡県、

佐賀県、長崎県、熊本県で得られた月別全長組成データを集積し、混合正規分布群に分解

することで年齢混合比を算出し（五利江 2002）、全長—体重関係から算出した重量を日本

海、東シナ海側の府県別月別漁獲量で引き延ばすことで年齢別漁獲尾数を算出した。日本

海、東シナ海は4~6月、7~9月、10~12月、1~3月で月をまとめた。瀬戸内海は大分県、

愛媛県、山口県、広島県、兵庫県、香川県で得られた月別全長組成データを集積し、日本

海、東シナ海と同様な手法で年齢別漁獲尾数を算出した。瀬戸内海は4~6月、7~8月、9

月、10月、11月、12月、1~3月で月をまとめた。宮崎県と徳島県は体重組成データを上記

にある瀬戸内海の月のまとまり毎の全長の年齢別度数分布と全長—体重関係から算出され

る年齢別体重区分を用いて年齢分解した。また、主要な0歳の成育場である有明海、八代

海、福岡湾、関門内海、瀬戸内海中央部については、9~12月の月別漁獲量を月別平均体

重で除す方法と調査尾数を調査率で引き延ばす方法で0歳の漁獲尾数を算出した。これら

を合算して本系群の年齢別漁獲尾数とした。 

 

（2）コホート解析 

解析年を漁期年、4月を誕生月、M = 0.25として、Popeの近似式により資源尾数を推定

した。0歳は9月加入とし、Mに7 / 12を乗じた。 
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M + Ca,ye
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Na,yは

 

y年における

 

a歳の資源尾数で、

 

Ca,yは

 

y年における

 

a歳の漁獲尾数。 
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で計算した。 

4歳以上をプラスグループとして3歳と4歳以上のFが等しいと仮定し、3歳と4歳以上の資

源尾数は以下の式で計算した。 

 

N3,y =
C3,y

C4+,y + C3,y

N4+,y+1e
M + C3,ye

M
2  

 

N4+,y =
C4+,y

C3,y

N3,y  

最近年の資源尾数は、 

 

Na,2009 =
Ca,2009

1" e"Fa ,2009
e
M
2  

で計算した。2009年の0~3歳のFは各年齢の過去5年間の平均とし（付図1）、4歳+のFは3

歳のFと等しくなるように探索的に求めた。 
 
【SPR、YPRの解析】 

SPR、YPRを以下の式で求めた。

 

SPR = fraSaWa
a=1

4

"

 

Sa+1 = Sae
"Fa "M( ) (

 

S0 =1)

 

YPR =
Fa

Fa + M
1" e "Fa "M( )( )SaWa

a= 0

4

#

 

fra、

 

Waは

 

a歳の雌の成熟率および漁獲物の平均体重。
 
【将来予測】  
各年齢の資源尾数は以下の式で求めた。 

 

N0,y = Na,y fraWa " RPS + Ry " Ay
a= 3

4+

#  
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Na,y = Na"1,y"1e
"M "Ca"1,y"1e

"
M
2 (a =1 ~ 4+)  

 

N4+,y = N3,y"1e
"M "C3,y"1e

"
M
2 + N4+,y"1e

"M "C4+,ye
"
M
2  

 

Ryは

 

y年の有効放流尾数、

 

Ayは

 

y年における添加効率。1歳の資源尾数推定はMに7 / 12を

乗じた。 
 
各年齢の漁獲尾数は以下の式で求めた。 

 

Ca,y = Na,y (1" e
"Fa ,y )e

"
M
2  

年齢別平均体重は、2002~2009年の平均値を用いた。 
 

 
【引用文献】 
五利江重昭（2002）MS-Excelを用いた混合正規分布のパラメータ推定. 水産増殖, 50, 

243-249. 

 
 

 

年齢 0 1 2 3 4+
平均体重（g） 319 1,128 1,545 2,091 3,185

付図 1. レトロスペクティブ解析 

(A) は最近年の各年齢の Fを過去 3年の平均と仮定。 

(B) は最近年の各年齢の Fを過去 5年の平均と仮定。 
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表3. 年齢別漁獲尾数の推移

0 1 2 3 4+
2002 250,550 119,446 35,104 10,370 18,585 434,054
2003 119,136 114,203 52,752 19,067 21,433 326,591
2004 245,860 31,517 32,412 22,108 26,014 357,912
2005 244,546 65,391 32,234 13,868 25,772 381,812
2006 179,652 145,850 40,617 11,255 21,456 398,831
2007 155,359 68,529 36,964 24,248 18,351 303,451
2008 160,795 25,340 21,532 19,247 27,683 254,596
2009 109,589 100,744 21,968 13,380 19,963 265,643

合計年
年齢
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図13. 全年齢のFの平均値と資源量の推移 図14. 全年齢のFの平均値と%SPR、YPR
の関係 

図15. 等YPR線図 
ポイントは現状の漁獲を示す。 

図16. 2015年の等資源量線図 
ポイントは現状の漁獲を示す。 

図17. Fと放流の各種条件による将来予測 
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